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はじめに
政策の効果（因果関係）をデータから明らかにする⇝交絡の除去

• 交絡：原因と結果の両方に影響しているような第三の要因（交絡因子）が存在する状況

図1:交絡のイメージ

⇝理想としての RCT（および自然実験）／常に実行可能とは限らない

⇝その他の分析手法の開発
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1 統制
RCTのポイント：原因のある（政策を受けた）集団と原因のない（政策を受けなかった）集団の性質がほとん
ど同じである

⇝事後的に同じような集団を作ればよい？

• 性質を一致させるという意味で統制 (control)と呼ぶ。

1.1 マッチング
マッチング：原因のある集団とない集団から同じような対象を取り出して比較する。1

図2:マッチングのイメージ

⇝同じような対象を常に取り出せるとは限らない。

• 1990年に東京で生まれた生物学上の男性で大学院卒で大学教員として札幌に住んでいるビール好き？

1.2 回帰分析
もっぱら社会科学で広く使われているのは回帰分析 (粕谷, 2018)

1 似たような発想で重み付け (weighting)と呼ばれる手法も用いられる。
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図3:粕谷 (2018)

平均寿命 = −9.101 + 8.405 × log(一人あたり GDP)

• 毎年、一人あたり GDPも平均寿命も増加しているだけでは？

平均寿命 = −391.051 + 7.770 × log(一人あたり GDP) + 0.195 ×年

⇝回帰分析に入れた特徴量の交絡は取り除くことができる。

• 特定の年において一人あたり GDPが増えた時に平均寿命がどの程度増えるのかを示している。

マッチングも回帰分析も（後述する手法よりも）簡単に交絡を取り除ける。
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図4:豊かさと平均寿命

1.3 統制の限界
マッチングも回帰分析も分析に用いた特徴量の交絡のみ取り除く。

⇝分析に用いていない（データとして存在しない）特徴量の交絡は取り除くことはできない。

• 平均寿命と一人あたり GDPの交絡因子の候補は？

分析に用いた特徴量以外に交絡因子が存在しないことを証明することは不可能（悪魔の証明）

⇝もう少し因果関係と言いやすいような状況はないだろうか？

• 経済学、公衆衛生学、政治学⋯⋯における因果推論革命、識別革命

1.4 相関係数
相関係数：2つの変数の関係が、どの程度、直線的であるのかを示す指標

• 相関係数が高い≠影響が大きい
• 非線形な関係は分からない

4



図5:相関係数と傾き

図6:相関係数と傾き
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図7:相関係数と非線形性

2 回帰不連続デザイン
回帰不連続デザイン (regression discontinuity design: RDD)：ある基準を満たすかどうかで、原因の有
無が分かるような状況を使ってみる。

• とある資格（例えば英検）を取るといい給料の仕事に就職しやすくなるのか？

• 基準をぎりぎり満たした人と満たせなかった人はほとんど同じような集団かも？

⇝もし基準の前後で「ジャンプ」が存在していれば、それは効果と言えそう。

• 医療費負担の引き下げは健康に資するのか？

• 少人数教育は学力の向上に資するのか？

• 女性政治家（市長）は男性と異なるのか？
– 政治学でよく使われるのは、ギリギリ当選した場合と落選した場合の比較

• 選挙広告は投票率を上げるのか？
– 地理的境界線もよく使われている。
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図8: RDDのイメージ

3 差分の差
3.1 前後即因果の誤謬
前後即因果の誤謬：結果の前に生じたものを原因とみなす誤り

⇝ある事象 Aが起きた後に事象 Bが生じたからといって Aが Bの原因とは言い切れない

• とある資格（例えば英検）を取るといい給料の仕事に就職しやすくなるのか？

• もちろん、原因の有無で比較しても意味はない。

3.2 差分の差
なぜ前後比較はダメなのか？⇝時間トレンドがあるから

• 時間トレンド：原因の有無にかかわらず一定の方向へ変化する傾向

差分の差 (difference in differences: DID)：原因のなかったグループで時間トレンドを計算し、原因のあ
ったグループの時間トレンドを除去する。

• 資格を取った人の給料の増加分から資格を取らなかったひとの給料の増加分（時間トレンド）を引く。
• 最低賃金の上昇は雇用を減らすのか？
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図9: Shigeoka (2014)

• 難民の受け入れは賃金や個用を悪化させるのか？

• ヒトラーの演説はナチスへの支持を高めたのか？

3.3 前後比較が可能な状況
時間トレンドが無視可能な状況であれば、前後比較による効果が分かる。

1. 偶然（予期しない）出来事が起こった場合
• テロリズムは政府への支持を高めるか？

2. 出来事の直前と直後（RDDの応用）を比較する場合
• 首脳の訪問は好感度を上げるのか？
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図10: Shigeoka (2014)

3.4 合成統制法
合成統制法 (synthetic control method: SCM)：政策が起こった対象が「もし政策を行っていなかった場
合」をその他の事例から合成して比較する

• 経済の自由化は経済成長に貢献するのか？

4 操作変数法
操作変数法 (intrumental variable: IV)：原因のみに影響し、結果には直接影響しない要因（操作変数）を
用いて交絡を除去する

• とある資格（例えば英検）を取るといい給料の仕事に就職しやすくなるのか？
– とある資格を取るための補助をランダムに行う⇝ その補助を受けて資格を取れるかどうかはラ
ンダム
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図11: Angrist and Lavy (1999)
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図12: Angrist and Lavy (1999)
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図13: Brollo and Troiano (2016)

図14: Brollo and Troiano (2016)
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図15: Keele and Titiunik (2015)

• 民主主義は経済成長に貢献するのか？

• ナチスはプロパガンダによって支持を獲得できたのか？

5 因果推論の注意点
5.1 サンプルの代表性
無作為化比較試験：無作為に処置を割り当て⇝効果を推定

• 内的妥当性 (internal validity)：手元にあるデータの中で正しく因果推論できる

無作為抽出 (random sampling)：特定の集団から一部を無作為に取り出すこと

• 外的妥当性 (external validity)：分析結果が分析に用いたデータ以外にも当てはまる
–（サンプルの）代表性：サンプルにおける属性（性別や年齢など）の割合が本当に知りたい集団と似
ている。
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図16:前後比較のイメージ

– たとえ実験ではなくても世論調査などをする場合は無作為抽出は必要

無作為割り当てができていても無作為抽出をしていなければ、分析結果が元々の集団に当てはまるかは分から
ない。

• もちろん、無作為抽出でも別の集団については当てはまるか分からない。

オンラインのサンプルは市民を代表しているのか？

•（スペインとアメリカでは）Twitterユーザーは男性、都市部の住民、政治的に極端な人が多い、あるい
は多くのツイートをしている (Barberá and Rivero, 2015)

•（アメリカでは）調査会社のサンプルに比べてクラウドソーシングの参加者の属性は偏っている
(Weinberg et al., 2014)

• ただし、RCTの結果はどちらでも同じような傾向を持つ (Weinberg et al., 2014)

5.2 生態学的誤謬
生態学的誤謬 (ecological fallacy)：集団レベルの結果と個人レベルの結果は同じになるとは限らない。
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図17:前後即因果の誤謬のイメージ

• 平均収入と支持政党の関係は州と個人で一致するか？(Gelman et al., 2007)

5.3 不均一効果
政策の効果はあらゆる集団に対して同じとは限らない。

• 年齢や性別、学歴、経済状況⋯⋯などによって効果は変わりうる。

⇝条件ごとに集団を分割して効果を推定する。

5.4 一般均衡効果
RCTでは集団全体から一部を取り出して、政策の有無を決定する。

⇝実際に政策を受けるのは全体から見るとごく一部

政策として集団全体に実施した場合は、RCT通りの結果にならないかもしれない。

⇝集団全体における効果（一般均衡効果）が生じる。
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図18:グループ間比較のイメージ

• 職業訓練や教育が賃金を上げるとしても、全員がプログラムを受けるとその効果は相殺？
• 少人数に SNSをやらせても意味はない？

効果が波及する場合：RCTは適切に政策の効果を推定できない。

6 実証分析への示唆
実際に因果推論しなくても、実証分析をする上で重要な点はある（と信じている）

6.1 計量分析
とりあえず実際のデータに触れてみるという姿勢は大事

関係分野のデータ分析の研究に触れてみるのも大事

• 案外、反直観的な（予想と異なる）結果が得られることはある。
• 政治学や経済学の一般向けの本 (Banerjee and Duflo, 2020;北村, 2022)

データ分析だからといって鵜呑みにするのも危険
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図19:グループ間比較のイメージ

• どのようなデータと手法を用いているのかを確認
•「データの読み方」を学ぶ (菅原, 2022;荻原, 2023;筒井, 2023)

6.2 データの利用可能性
6.2.1 ミクロデータ
ミクロ（個票）データが利用可能であれば、様々な分析ができる。

• 政治家は有能なのか？

⇝ミクロデータのほうが価値は高い。

• ミクロデータ⇝マクロデータ（その逆ではない）

6.2.2 機械判読可能なデータ
それ以前の問題として、公開されているデータを機械判読可能な (machine‑readable)データとして公開す
る必要

• 統計表における機械判読可能なデータの表記方法の統一ルールの策定
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図20: Card and Krueger (1994)

図21: Card (1990)
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図22: Card (1990)

• 選挙関連資料

6.3 事例分析
事例分析によって効果を示す際には注意が必要 (久米, 2013;伊藤, 2022)

• 差異法：同じような事例だが、原因の有無が異なるような事例を比較する
– 理想としては原因がランダムに生じている状況
– 原因が生じた直前と直後の比較
– 時間トレンドの確認

• 一致法：異なる事例だが、原因と結果が生じている事例を比較する
– 有力な原因を提案できるが、因果関係・効果を主張するのは難しい

• 反実仮想：仮に原因がなかったらどうなっていたのかを明らかにして、原因であることを説得する

効果を示すという目標以外の方策も

• 過程追跡：原因から結果での出来事の連鎖を辿って、因果関係・プロセスを示す
• 逸脱事例：通説では説明できない事例を提示して、通説を修正する
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図23: Selb and Munzert (2018)

図24: Selb and Munzert (2018)
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図25: NNN読売世論調査

図26: Goldsmith et al. (2021)
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図27: Billmeier and Nannicini (2013)

図28:操作変数のイメージ
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図29: Acemoglu et al. (2001)
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図34: Gelman et al. (2007)

図35: Gelman et al. (2007)
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図36:生態学的誤謬のイメージ

図37:生態学的誤謬のイメージ
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